　様式第２号（第７条関係） 

年　　月　　日 

（宛　先）　松　山　市　長 　　 

誓　 約　 書 

私は、まつやま移住者定着支援事業補助金交付要綱の規定により、下記の事項について誓約します。次の項目を確認し、□内にチェックしてください。
	· 市への転入をしようとする者、又は転入から３年以内に認定申請をしようとする者です。
· 世帯全員が転勤、出向等の職務上の理由ではなく、県外から移住した世帯で移住前の３年間に愛媛県に住民登録はありません。
· 交付申請年度４月１日時点で、1５歳未満の子を養育している又は妊婦を含む世帯です。
· 自ら所有し、及び居住するための住宅で、契約を締結しない売買、贈与又は三親等内の親族から相続及び取得したものではありません。
· 補助対象経費には、土地の取得、借地権又は地上権の設定等及び外構工事に要した費用は含んでいません。
· 世帯全員が実績報告までに当該住宅に入居し、５年以上定住します。
· 納税義務のある世帯全員に、前住所地を含め市町村税（市町村民税、固定資産税）等の滞納はありません。
· 松山市が実施する移住定住促進事業（移住アドバイザーの登録及び移住体感ツアー等を含む。）に協力します。
· 世帯全員が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員ではありません。
· 世帯全員が、転入後に、国家公務員又は地方公務員（会計年度任用職員、臨時的任用職員及び特別職非常勤職員を除く。）として勤務しません。
· 住宅の建築工事の着工前又は住宅の購入契約前に認定申請を行います。
· 当該住宅は建築基準法、その他の法令で定める建物の基準に違反していません。
· 当該住宅は公共工事等に伴う移転補償で取得する住宅ではありません。

· 新築住宅工事の場合、市内に本店・支店を有する法人又は市内に住所を有している個人事業主でおこないます。
· 共有住宅の場合は、持分が２分の１以上あるものです。


以上の項目を全て確認し、了承しました。
なお、まつやま移住者定着支援事業補助金要綱第１５条の規定に該当し、補助金の返還を命じられた場合は、補助金の全部又は一部を返還することに異議はありません。
申込者の署名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
